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  書記      小 橋 史 明      書記      奥 原 貴 子 
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            午前９時２８分 開議 

○議長（田口桂一郎） 皆さんおはようございます。 

 ただいまの出席議員は１８人であります。定足数に達しておりますので、これより本日

の会議を開きます。 

            ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（田口桂一郎） 日程１、一般質問を行います。 

 通告順に発言を許可いたします。 

 まず、８番桑野和夫議員、どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） おはようございます。 

 それでは、質問の前に、以前私は高齢者の皆さんやそれから障害のある方のために、ご

みの戸別収集の実施について質問をしました。この７月から粗大ごみについては実施をさ

れるということで、非常に市民の皆さんが喜んでおられると思います。感謝を申し上げま

す。 

 それでは、通告に従いまして質問をさせていただきます。 

 まず初めに、金光町大谷西地区の大雨による災害対策についてお聞きをいたします。 

 昨年の広島県安佐南区での集中豪雨による土砂災害は記憶に新しく、多くの犠牲者と未

曽有の被害をもたらしました。現在の異常気象による集中豪雨は場所を選びませんから、

行政も、そして地域も個人もしっかりと日ごろから対策をとっていく、こういうことが必

要だと思っております。 

 さて、今回私が取り上げました金光町大谷西地区でありますが、地区の中心を国道２号

線が東西に走り、そして金光教の本部などがあるところであります。そして、３月にはこ

の南側に国道２号バイパスが開通をしております。 

 この場所は、平成４年と平成１２年に、大雨によって低いところが浸水するという被害

が起こっております。先ほど申し上げましたように、この地域にはバイパスが開通し、地

形が変わり、大谷西コミュニティハウスがある一帯は、宅地化が進んでおります。このよ

うに大きく環境が変わる中で、大雨のときに浸水被害が起きないのか地元の方を中心に大

変心配をされていますので、そのことについてお聞きをしたいと思います。 

 まず初めに、環境が大きく変わる中で、今まで必要な対策をされてきたのかどうかお聞

きをしたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（田口桂一郎） それでは、桑野議員さんの金光町大谷西地区の災害対策について

のお尋ねでございます。 

 金光総合支所長、どうぞ。 

◎金光総合支所長（小西通夫） 失礼いたします。それでは、現在までの対策についてお
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答えします。 

 まず、大谷川にごみや草木等が堆積し通水を妨げるのを防ぐため、大谷西コミュニティ

ハウス横に電動の除じん機を平成２６年３月に設置し、以後地元関係者の方に除去作業を

お願いしています。 

 次に、下流の小田川にある小田川ポンプ場に、口径５００ミリメートルの排水ポンプを

平成２７年３月に１基増設しました。既存のポンプと交互に運転することにより、ポンプ

場の長寿命化を図り、大雨への対応が可能であると考えています。 

 また、ソフト面において説明いたします。 

 大谷川の下流は、ボックス構造になっています。平成２６年５月に、大谷川ボックスに

ついて、区長さんを初め地元消防団など関係者の方々が排水バルブの操作等の協議を行い、

大雨のときの排水方法を確認いたしました。 

 最後になりますが、２号バイパス工事の影響については、地元での説明会に国、県の職

員とともに市の職員も同席し、何度か開催しています。国の説明によりますと、工事を施

工する以前と比べて水量の変化は特にないとのことです。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 必要な対策と地元に説明をされてたようでありますが、それにも増

して、ことしの２月には市が、そしてこの３月には県と国と市が地元の土木さんなどを含

めて現地を歩いておりますが、そのときの話はどういう話になって、地元にはどういう返

事をされているのかを質問をします。 

○議長（田口桂一郎） 金光総合支所長、どうぞ。 

◎金光総合支所長（小西通夫） それでは、今後の対策についてお答えします。 

 地元の方と国、県、市の職員が現地の状況を確認しておりますが、具体的な対応策はい

まだ詰められていない状況にございます。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 問題なのは、この地域に県道ができてもう３０年から４０年たって

おります。そのときの環境と今の環境が非常に変わっていると。 

 １つは、先ほど申し上げましたが、宅地化が進んでおり、水の行き場が少なくなってい

るという点と、加えて山を切り開いてバイパスが開通をしています。しかしながら、こう

いう変化がありながら、県道、側溝を含めて水処理の施設は全く変わっていないというの

が現状でありますから、地元の人が心配されるのは当然だと思っております。今後、地元

の人も含めて国、県と早急に相談されて、今以上に必要な対策をとってほしいと思います

が、答弁をお願いします。 

○議長（田口桂一郎） 副市長、どうぞ。 

◎副市長（田村諭） 今後の対策ということでございますので、お答えをいたします。 
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 現地のほうは、国、県、市の職員が現地を歩きまして、地元の方にいろいろ不安なとこ

ろ等をお聞きをしております。今後、特に県道の側溝のことを言われておりますが、県道

の側溝については、県のほうに市のほうからも要望して対策をしていきたいというふうに

考えております。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） ぜひ地元の人が安心されますように十分対策をお願いをいたしまし

て、次の質問に入ります。 

 国保の広域化の影響と国保税の軽減策についてお聞きをします。 

 さきの通常国会で医療保険制度改革関連法が成立をしました。この法律は、２０１８年

度から国民健康保険の都道府県単位化を初めとする医療費の抑制策の強化、そして保険給

付の縮小と患者の負担増などを推進するものであります。そして、地方自治体に対しても

医療費の抑制策に積極的に取り組まざるを得ない状況をつくるなど、地域住民のための医

療保険制度をさらに下限するものであり、住民生活への影響が懸念をされております。 

 その上でまずお聞きをしますが、国保の都道府県単位化により今後の国保の運営はどう

なっていくのか、それからその上で問題点はないのか、まずお聞きをしたいと思います。 

○議長（田口桂一郎） それでは、２番目の国民健康保険の広域化の影響と保険税の軽減

策についてのお尋ねでございます。 

 生活環境部長、どうぞ。 

◎生活環境部長（原田尚文） 失礼いたします。国民健康保険の広域化と今後の運営とい

うことでございますが、持続可能な医療保険制度構築するための国民健康保険等の一部を

改正する法律が平成２７年５月２９日に公布をされました。昭和３３年に国民健康法が成

立し、昭和３６年から国民皆保険が実現して半世紀以上が経過をいたしました。 

 このたびの改正で、市町村国保の財政運営は都道府県単位で行う体制となり、県は財政

運営の責任主体を担うことになります。平成３０年度からは都道府県が財政運営の責任主

体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保など、国保運営について中心的な役割

を担うことになります。 

 また、県は医療費水準、所得水準を考慮し、市町村ごとに納付金を決定し、各市町村は

県が示す標準保険料率を参考に保険料率を決定し、賦課、徴収を行い、納付金として県に

納めることになります。 

 このたびの国保の都道府県単位化は、市町村ごとの保険料率が県下同一になるのではな

く、従来のとおり市町村ごとに保険料率を決めることになります。この単位化の後も、市

町村は引き続き保険料の賦課、徴収や保険給付を行い、国保の特別会計も残るということ

になります。 

 今後も国の動向を踏まえ、県と協議を重ね、平成３０年４月１日施行に向けて順次準備

を進めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 



平成２７年６月浅口市議会第２回定例会会議録（第３）06月 09日 日本共産党 桑野和夫議員質問と当局回答 

 5 / 14 

 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 説明がありましたが、平成３０年、２０１８年度から国保を都道府

県単位化するといっても、国保の運営を全て市町村から都道府県に移行するという完全移

行型ではありません。都道府県単位化後も市町村は、引き続き被保険者証の発行や保険税

率の決定、賦課徴収、保険給付、保健事業などを行い、国保の会計も継続することになっ

ております。 

 では、どこが変わるかといいますと、２０１８年度以降は、市町村は都道府県が示す市

町村ごとの標準保険料率と市町村ごとに決められる納付金に基づいて国保料率を決めて、

徴収をします。そして、市町村は納付金を都道府県に納めるために保険料の引き上げや徴

収強化を図りますので、一層保険税の滞納や保険証の取り上げが拡大をしかねません。要

するに、国保料の賦課、徴収、窓口業務などにかかわる市町村の負担は軽減されるどころ

か、都道府県の指導のもとで強化をされるというふうになってくると思います。都道府県

単位化によって保険料の格差が解消し、国保運営にかかわる市町村の負担が軽減され、国

保の矛盾が解決する、このように市町村の関係者は期待をしていましたが、これは完全に

裏切られる結果になると思います。 

 このあたりのことについて何か見解があれば、担当部長としてお聞かせをください。お

願いします。 

○議長（田口桂一郎） 生活環境部長、どうぞ。 

◎生活環境部長（原田尚文） それでは、お答えをいたします。 

 前も述べましたとおり、法律の改正が５月２９日にありました。平成３０年度からは、

国保は県を中心とした体制にかじを切ることになります。県が国保の財政運営に当たりま

すけども、市町村は引き続き保険料の賦課とか徴収とか保険給付の事務、これは今までど

おり市町村の業務として継承するということになります。 

 まだ法律が施行されたばかりで大枠が示された段階でございますので、具体的な内容に

つきましてはこれからということでございますので、よく吟味してまいりたいと、このよ

うに思います。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） あと単位化まで２年ぐらいありますから、これから具体化に向けて

さまざまな協議が進められますので、ぜひ住民いじめの国保にならないよう、また国に対

しても財政負担に責任を持つよう求めてほしいと思いますので、答弁をお願いします。 

○議長（田口桂一郎） 生活環境部長、どうぞ。 

◎生活環境部長（原田尚文） 繰り返しになりますけど、このたびの法改正によりまして、

都道府県単位化は平成３０年度に施行されます。国に対して国保財政に責任を持つよう求

めてほしいということでございますけども、今も申しましたとおり法律が５月２９日に施

行されたばかりでございます。これから詳細なことが検討され、県などとの協議もこれか
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ら進められるのではないかと思っておりますので、そういった中で考えてまいりたいと思

います。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） では次に、国保税が高過ぎて払うのが大変という事態が広がってい

ることについてお聞きをしたいと思います。 

 今、住民の負担能力をはるかに超える国保税が、全国各地で大問題になっております。 

 少し実態を紹介したいと思いますが、例えば所得２５０万円で自営業４人家族、家族構

成は４０歳代夫婦と小さい子供２人という設定で、浅口市の税務課に介護分を含む国保税

を試算をしてもらいました。その結果、平成２７年度の税率で浅口市での国保税の年額は

約４４万５，０００円ということでありました。要するに、４人家族で年間所得２５０万

円、いわば生活保護の水準に近い、こういう世帯にまで年間４４万５，０００円の負担を

強いる、こういうふうなことが実態であります。 

 もちろん、これは浅口市だけではありません。全国各地の自治体でこのように高い国保

税が賦課されてると、これが実態であります。 

 こうした高過ぎる国保税になっている第一の要因は、国の予算の削減であります。１９

８４年の国保法の改定で、それまで医療費掛ける４５％だった国庫負担を医療費掛ける３

８．５％に削減をしたことを皮切りに、自民党政権は国保に対する国の責任を次々に後退

をさせてまいりました。その結果、市町村国保の総収入に占める国庫支出金の割合は、１

９８０年度の５７．５％から２０１２年度には２２．８％に減ってきております。 

 もう一つ高過ぎる国保税を引き起こした大きな要因は、加入者の貧困化であります。加

入者全体が低所得であればあるほど、個々人の負担する保険料の率と額は重くなってまい

ります。これが保険の原理であります。そして、加入者が貧困化をする中での保険料の高

騰は、当然のごとく滞納を激増させてまいりました。こうして、国保は財政難による保険

料の引き上げ、それによって滞納がふえ、また財政難になるという悪循環から抜け出せな

くなっております。 

 この事態に対して歴代政府がとってきた政策は、ひたすら滞納者への制裁を強化する、

こういうものでありました。その一つが無慈悲な保険証の取り上げ、そしてもう一つは強

制的な差し押さえでありました。私は、負担が重過ぎて払えないという根本原因を打開し

ない限り、幾ら滞納者を締め上げても、生活の困窮や健康破壊に追い打ちをかけるだけだ

と思っております。 

 国保税が高いというこの実態をどう受けとめておられるのか、次にお聞きをしたいと思

います。 

○議長（田口桂一郎） それでは、よろしいか。 

 生活環境部長。 

◎生活環境部長（原田尚文） それでは、国保税が高いという声をどのように受けとめる
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のかという質問についてお答えをいたします。 

 国保税が高過ぎて払えないという声が多いということでございますが、浅口市の国保税

につきましては、岡山県が作成しております平成２５年度国民健康保険事業状況、その中

で被保険者１人当たりの医療分の保険税調定額でございますが、これが６万９３７円とな

っております。この額につきましては、県内１５市のうち低いほうから７番目ということ

になっております。また、市町村の平均の６万２，２３１円よりも低い額というふうにな

っております。浅口市におきましては、平成２４年度から国保税については平等割、均等

割、所得割を据え置いております。そして、地方税法に定められております２割軽減、５

割軽減、７割軽減も適用させていただいております。この点を御理解のほどよろしくお願

いいたします。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 浅口市の保険税について、県内の平均よりも低いということであり

ますが、もちろんその実態はわかりますが、恐らく高い中での水準で比べておると。全体

的に高いのは間違いないわけで、この辺は押さえておいてほしいと思います。 

 その上で、保険証の取り上げについてお聞きをしたいと思います。 

 滞納者に対して、保険証のかわりに短期証やそれから資格証明書を発行するということ

がありますが、短期証と資格証明書はどういったもので、どういうケースにこういうもの

を発行されるのかお聞きをしたいと思います。 

○議長（田口桂一郎） 生活環境部長、どうぞ。 

◎生活環境部長（原田尚文） それでは、被保険者資格証明書と短期被保険者証について

お答えをいたします。 

 被保険者資格証明書とは、１年以上国民健康保険税を滞納した場合に市のほうから被保

険者に保険証の返還を求めまして、そのかわりに資格証明書を交付することができるとい

うことになっております。この資格証明書は、国民健康保険の被保険者であることの資格

を証明するものでございます。 

 短期の被保険者証につきましては、国保税の滞納期間が６カ月以上１年未満の場合に交

付できるものでございまして、通常の保険証と効力は同じものでございます。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 説明がありましたが、資格証明書についてはとりあえず窓口で医療

費を全額払わないといけませんから、保険税が払えない人が医療費を全部払うというのは

なかなか厳しいと思うんで、そこで健康破壊が起こる可能性が十分あります。 

 それで、短期証と資格証明書の発行についてですが、この間さまざまな国民運動の影響

もあって、２００８年から２００９年にかけて厚生労働省からさまざまな通達や事務連絡

が出されております。 

 整理をしますと、短期証については、生活困窮者と医療の必要性を訴える滞納者につい
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ては無条件に発行する。これがまず１つであります。 

 それから、資格証明書の発行でありますが、特別な事情をしっかり把握をして、悪質な

滞納者と証明できない限り慎重に対応する。これが２つ目であります。 

 要するに、生活困窮者や病気など特別な事情がある人からの保険証の取り上げは許され

ない、こういう立場を明確にしていると私は思っております。これは、貧困の拡大という

現実に直面する中で、厚生労働省のこの制度の対象はあくまで悪質滞納者であり、生活困

窮者を苦しめるのは本来の趣旨ではない、こういうふうな立場になったものと考えており

ます。 

 短期証と資格証明書の発行については浅口市はこういう立場で実施をしていると思いま

すが、間違いないのか答弁を求めます。 

○議長（田口桂一郎） 生活環境部長、どうぞ。 

◎生活環境部長（原田尚文） 短期証と資格証明書についてお答えをいたします。 

 国民健康保険の被保険者資格証明書につきましては、国民健康保険法第９条の３項及び

同条第６項の規定に基づきまして、国保税の納期限から１年間が経過するまでの間に国保

税を納付しない世帯につきまして、被保険者証の返還を求めて、かわりに被保険者証の証

明書を交付するものでございます。交付されますと、今言われましたとおり、この保険証

のかわりにこの資格証明書で病院にかかるようになりますけども、医療費につきましては

全額自己負担ということになります。 

 特別な事情の判定に当たりましては、客観的、公平に判断するために資格証明書交付等

判定委員会に諮り、判定を行っております。この資格証明書は、国民保険税を納付されて

いない世帯に対して交付することによって、被保険者間の負担の公平を図るとともに、未

収保険税の収入を確保し、国民健康保険事業の健全な運営に資することを目的にしており

ますので、御理解のほどよろしくお願いいたします。 

 また、短期被保険者証については、前も述べましたが、国保税の滞納が６カ月以上１年

未満の場合に交付できるものでございまして、通常の保険証とは効力は同じでございます。 

 以上でございます。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 悪質な滞納者以外からは保険証は取り上げない、こういう立場で実

施をしてほしいと思います。 

 次に、保険税の軽減策についてお聞きをいたします。 

 繰り返しになりますが、国保が保険税の高騰と財政悪化の悪循環から抜け出してないの

は、国庫負担が抑制をされたのと、貧困の拡大であります。この矛盾から抜け出すために

は、国保税を軽減をして払える人をふやすしかないと、私は思っております。ぜひ幾つか

の自治体で実施をしてますように、独自に一般会計から国保の特別会計に繰り入れをする、

そしてまた法定減免以外の独自の保険税の減免制度を拡充をする、こういう方法を実施し

てほしいと思いますが、答弁をお願いします。 
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○議長（田口桂一郎） 次に、保険税の軽減策についてお尋ねでございます。 

 生活環境部長、どうぞ。 

◎生活環境部長（原田尚文） 失礼いたします。続いて、保険税軽減策の検討についてお

答えをいたします。 

 国民健康保険税につきましては、国民健康保険事業に要する費用の総支出額から国や県

が負担する負担金の補助金、その他一切の収入額を控除した額を補うものとされておりま

す。この支出額の大半を占めるのが保険給付費、つまり医療費ということになります。ジ

ェネリック薬品の普及とか特定健診の受診推進等によって医療費が抑制できれば、こうい

った保険税の引き下げにもつながる可能性がございますが、国保会計は依然として厳しい

運営状況にあります。 

 このような状況の中、平成２４年度から浅口市においては、国保税については平等割、

均等割、所得割を据え置いておりますし、地方税法に定められております軽減措置も適用

しております。一般会計から国保会計への法定外の繰入金や減免制度の拡充につきまして

は、平成２８年度から普通交付税の段階的縮小などで一般会計の財政状況も悪化が予想さ

れるために支援できない状態にあります。そういうことで、大変困難であると考えており

ます。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 一般会計から国保の会計への繰り入れでありますが、岡山市や倉敷

市やその他県内の恐らく６の市町村が実施をしていると思いますけども、これは法的には

問題ないと思うんですけども、確認をしてほしいと思います。 

○議長（田口桂一郎） 生活環境部長、どうぞ。 

◎生活環境部長（原田尚文） 法定外の一般会計からの国保会計への繰り入れにつきまし

ては、特に禁止する条項がないと聞いております。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） それでは、この問題を市長にお聞きをしたいと思います。 

 国保の都道府県単位化とそれから国保税の軽減策について、市長の見解があればお聞き

をしたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（田口桂一郎） 市長、どうぞ。 

◎市長（栗山康彦） それでは、まず市町村国保の広域化についてでありますけれども、

担当部長が申し上げましたように、法律が改正されまして、平成３０年度から財政運営主

体が市町村から県に移り、それぞれが役割分担を担うことになります。施行まで３年程度

ありますので、しっかりと準備をしてまいりたいというふうに思っております。 

 次に、国保税の軽減策についてでありますけれども、国保会計において医療費は年々増

加しており、財政運営は厳しい状況に置かれています。今後、一般会計においても、先ほ

ど部長が申しましたように、普通交付税の縮減など一段と厳しさを増すことから国保会計
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への財政支援は困難であり、国保税の減税策については慎重に対処したいというふうに考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 次に、子供の貧困と女性の貧困への対策について質問をします。 

 ことしのこどもの日に、山陽新聞を初め幾つかの新聞の社説に、子供の貧困について見

解が掲載をされました。 

 ２０１４年７月に厚生労働省より発表された子供の貧困率は１６．３％。過去最高であ

りまして、６人に１人が貧困状態ということでありました。 

 また、女性の貧困も大きな社会問題となっており、２０１４年１月には、ＮＨＫのクロ

ーズアップ現代が、あすが見えない深刻化する若年女性の貧困と題して放送をしました。 

 女性は男性に比べて全体として賃金が低く、働く女性の３人に１人が年収１１４万円未

満という調査もあります。さらには、シングルマザーもふえていて、満足に食事すらとれ

ず生活がままならない、そういう母子家庭が少なくないという現実。そうした中で子供に

十分な教育を受けさせられる可能性が少なく、結果それが貧困の連鎖を生んでおります。 

 私は、あすを担う子供たちや若い女性が不幸な社会には未来がないと思っております。 

 その上でお聞きしますが、浅口市として子供の貧困、そして女性の貧困の実態を把握で

きていますかどうか、お聞きをしたいと思います。 

○議長（田口桂一郎） それでは、３番目の子供と女性の貧困対策についてのお尋ねでご

ざいます。 

 健康福祉部長、どうぞ。 

◎健康福祉部長（高倉道雄） それでは、子供及び今の女性の貧困の実態の把握について

お答えいたします。 

 先ほど議員さんが説明されたとおり、厚生労働省が毎年行っています平成２５年の国民

生活基礎調査の結果によりますと、日本の子供の貧困率は１６．３％で、６人に１人が貧

困状態であり、また子供がいる現役世帯のうち大人が１人、つまりひとり親世帯の貧困率

が５割を超えているという調査結果が出ています。 

 浅口市独自で貧困の実態に関する調査は残念ながら行ってはおりませんが、母子父子自

立支援に関する相談のうち、経済的支援、生活援護に関する相談が月に七、八件、年間で

８０件程度という実態がございます。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） よいか悪いかは別にして、私は悪いと思いますけども、行政という

のはもともと申請主義でありますから、例えば生活保護を申請するとか、生活の困難者で

相談に来る、こういうこと以外はなかなか行政として実態がつかめない。これが現実であ

りますし、職員の皆さんも忙しくてそんなことできないというのが実態かもしれません。 
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 とりわけ、子供の貧困も女性の貧困も見にくい、そして見ようとしなければ見えないも

のになりがちであります。加えて、生活が困難な人は特に人間関係が希薄でありますから、

密室の中に入ってしまう傾向があって、余計に見にくいのだと思います。 

 しかしながら、事故が起こってからでは遅いので、行政として見にくさを少しでも解消

して、実態をつかむ努力をしてほしいと思いますが、答弁をお願いをします。 

○議長（田口桂一郎） よろしいか。 

 健康福祉部長、どうぞ。 

◎健康福祉部長（高倉道雄） それでは、子供の貧困や女性の貧困の実態をつかむ努力に

ついてお答えをします。 

 御指摘のとおり、市は相談を受けての対応が主となりますが、見えにくさの解消という

点では、各地区で活動いただいております民生委員、児童委員の皆様からの情報を初め、

ひとり親家庭に対し生活全般の相談援助を行う母子父子福祉協力員を小学校区に１名ずつ、

計７名の方になっていただいており、実態把握に努めております。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） ぜひ対応をお願いしたいと思います。 

 次に、貧困状態の人の相談窓口についてお聞きをします。 

 現実問題として、経済的に追い込まれている家族は、地域やあるいは親族からも孤立し

ているケースが多いものでありますから、頼りはある面では行政だと思います。気軽に相

談できる窓口が充実しているかどうかお聞きをしたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（田口桂一郎） 続きまして、相談窓口についてお尋ねです。 

 健康福祉部長、どうぞ。 

◎健康福祉部長（高倉道雄） 失礼します。それでは、気軽に相談できる相談窓口の充実

についてお答えをいたします。 

 市では、健康福祉センター内に母子父子自立支援員と家庭指導相談員など専門の担当者

を配置し、ひとり親家庭からの相談に対応しております。相談内容により生活保護の必要

があれば、ケースワーカーとの連携により対応に当たっております。担当者同士がしっか

りと連携をとることで速やかな対応ができるよう努めております。 

 以上です。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） しっかり対応してほしいと思います。 

 次に、福祉の分野と学校との連携についてお聞きをしたいと思います。 

 子供が貧困状態になっているのを一番に把握できるのは、学校だと思っております。 

 例えば、子供が清潔にしてないとか、あるいは夕食の分も含めて昼たくさん給食を食べ

るとか、あるいは教材費がいつまでたっても払われない、そういう状態に子供がいたら学

校や教育委員会はどう対応されるのか、まずお聞きをします。 
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○議長（田口桂一郎） 続きまして、学校等の連携についてのお尋ねでございます。 

 健康福祉部長、どうぞ。 

◎健康福祉部長（高倉道雄） それでは、学校と福祉の連携ということでお答えします。 

            （８番「済みません、学校の対応をまず聞きたい」の声あり） 

 学校の対応ですか。はい。 

○議長（田口桂一郎） よろしいか。 

 教育次長、どうぞ。 

◎教育次長（櫛田忠） 失礼します。学校の対応ですが、学校は子供たちと日々接してお

りまして、学校でもいわゆる学級費を集めたり、給食費を集めたり、いわゆる半ば公的な

ものの集金がございます。それから、子供たちの服装とか、そういうものを学級担任がよ

く気をつけております。そういった場合には、経済的に困難であるなというふうな可能性

を感じるような場合、そういう場合は個人懇談がございますので、そういう場を通じて制

度の説明とか、いわゆる学校へ通いにくい子供たちの持ってるその親に対して就学援助が

ございますので、そういうことの説明をしましたり、それからどうしても連携の前に周知

も必要になってまいります。ですから、そういう制度を市のホームページだけではなくて

広報紙でも重ねてお知らせしたり、子育てガイドブックに載せたり、やっぱり教育委員会

としてもそういう声かけをすぐにしてほしいということで、校長会とか、校長会のほかに

も学校事務の部会が実はございます。それにも先般私出席をいたしまして、事務部会の先

生にそういうことの周知をぜひ心を配るようにという話をいたしております。 

 以上でございます。 

○議長（田口桂一郎） はい、どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 学校と福祉の関係でありますけども、深刻な場合に学校と福祉との

連携といいますか、ネットワークができるものかどうか、お聞きをしたいと思います。 

○議長（田口桂一郎） 健康福祉部長、どうぞ。 

◎健康福祉部長（高倉道雄） 失礼しました。それでは、学校と福祉部局のネットワーク

はできないかということについてお答えをいたします。 

 先ほど申しましたとおり、母子父子自立支援等に関する相談があった場合は、母子父子

自立支援員、それから家庭指導相談員を初めケースワーカー、保健師など健康福祉部内の

全ての関係職員が情報を共有するとともに、教育委員会部局、学校など関連する部局とし

っかりと連携を図り、適切に対応できる体制が整っております。 

 また、ひとり親家庭に対する経済的支援としましては、児童扶養手当の支給や医療費の

助成、母子寡婦福祉資金の貸し付けを行っております。さらに、ハローワークとの情報共

有による就労支援や、資格取得のための高等職業訓練促進給付金制度もございます。 

 以上でございます。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） ぜひしっかり連携して事故のないようにしてほしいと思いますが。 
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 一昨年、子どもの貧困対策法が成立をしておりますが、具体的にはほとんど進んでおり

ません。浅口市として一層の子育ての支援とか、就学援助の拡充、セーフティーネットワ

ークの充実など貧困対策を強めてほしいと思いますが、部長の見解をまずお願いします。 

○議長（田口桂一郎） 続きまして、就学援助のことについてお尋ねでございます。 

 教育次長、どうぞ。 

◎教育次長（櫛田忠） 子供の貧困の関係で、就学援助のお尋ねでございます。 

 この教育の場としての対応の一つに、議員さんもおっしゃいました就学援助の制度があ

ります。先ほどちょっと触れましたが、就学援助というのは、経済的な理由によって小・

中学校への就学が困難な児童や、またはその生徒の保護者に対して学用品費など学校に係

る費用の一部を援助するという制度でございます。 

 その拡充についてですが、就学援助の対象は当然市内の住所を有して、市内の学校に在

籍する児童または生徒の保護者で、いわゆる生活保護を受けている方だとか、生活保護に

準ずる程度に経済的に困窮しているなというふうに認められる方でございます。 

 申請については各小学校で受け付けておりまして、教育委員会に会議に諮りまして認定

をいたします。それで認定されれば、学用品費、通学用品それから校外活動費、それから

給食費、それから修学旅行費というようなものが援助をされます。 

 貧困のために拡充に努めてほしいという議員さんの御要望です。この金額につきまして、

現在浅口市では、どこの市町村もそうなんですが、国の予算単価、いわゆる基準なんです

けど、それをもとに給付額を決めておりますが、浅口市では校外活動費とか修学旅行費は

国の予算単価、基準より高く、それが実態として高くなった場合には、その一定額までそ

の基準を超えて給付できるようなことにいたしております。その辺をぜひ御理解をいただ

ければというふうに思います。 

 今後も、議員さんがおっしゃいましたように、必要な方がきちんと援助を受けられるよ

うに努めたいというふうに思っております。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） それでは、最後に市長にお聞きをしたいと思います。 

 少子化が進行して子供の数が減っているにもかかわらず、貧困な子供がふえている。こ

れが今の現実であります。社会のひずみや矛盾が子供たちに集中をしているものと思って

おります。 

 市長の唱える子育て王国浅口にするためにも、子供と女性の貧困対策をしっかり充実さ

せてほしいと思いますが、市長の決意をお聞きをしたいと思います。 

○議長（田口桂一郎） 市長、どうぞ。 

◎市長（栗山康彦） 子供の貧困と女性の貧困については本当に深刻な問題であり、その

生活や子供たちの成長を権利として保護する観点から、それぞれに応じた切れ目のない支

援を行っていく必要があろうかと思います。 

 市としましては、先ほど部長が申し上げましたけれども、ひとり親家族の支援に対して
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は専門職員による相談窓口を設置しており、関係部署がしっかりと連携をとりながら進め

ております。 

 そして、若い女性が幼い子供を育てながら自立した生活を送るための支援をこれからも

しっかりと行ってまいりたいと思っております。 

 また、学校教育の場における子供の貧困対策につきましては、御承知のように就学援助

の制度があり、小・中学校への就学が困難な児童または生徒の保護者に対し、学用品費な

ど学校に係る費用の一部を教育委員会が援助をいたしております。この制度について保護

者の皆様に丁寧にお知らせするとともに、援助が必要な方がきちんと援助が受けられるよ

うに努めてまいりたいと思います。 

 また、スクールソーシャルワーカーや他の関係機関とも連携をいたしまして、貧困によ

って生じる虐待、不登校などを解決していくことにも取り組んでまいりたいというふうに

思っております。 

 以上でございます。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆８番（桑野和夫） 国保の問題も含めて、本当に困っている人に目を向ける市政を求め

て、質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（田口桂一郎） 御苦労さまでした。 

 続きまして、１２番柚木毅議員、どうぞ。 

◎市長（栗山康彦） まず、快速電車の停車っていうことでございますけども、鴨方駅の

南に市が整備した駐車場や駐輪場、また市営バスの乗り入れ、さらに民営の駐車場も増加

いたしました。鴨方駅の乗降客も徐々に増加している様子であろうかと思います。こうし

た周辺地域の状況や乗降客がふえている実態等をＪＲに対し情報提供をするなどいたしま

して、今後も引き続き努力してまいりたいというふうに思っております。 

 次に、六条院中平地の交差点、これは私の地元でもございますから、危険であるという

ことは十分に承知をいたしております。なかなか部長が申し上げましたように厳しい状況

にありますけれども、学校からの要望も受けまして、市から玉島警察署へ継続して設置の

要望を行っております。今後も引き続き粘り強く要望等を行ってまいりたいというふうに

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（田口桂一郎） どうぞ。 

◆１２番（柚木毅） ありがとうございました。いろいろとお願いをいたしました。大変

でありますけれどもよろしくお願いをいたしまして、私の質問を終わらせていただきます。 

○議長（田口桂一郎） 御苦労さまでした。 

 これより休憩をとります。 

            午前１０時５１分 休憩 
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